社会福祉法人西条市社会福祉協議会

事　務　決　裁　規　程
（目的）
第１条　この規程は、会長の権限に属する事務の円滑かつ適正な執行を確保するとともに決裁責任の所在を明確にし、合理的かつ能率的に処理することを目的とする。
（用語の定義）
第２条　この規程に掲げる用語の定義は、次の各号に定めるところによる。
（１）　「決裁」とは、会長、会長の権限の受任者及び専決権限を有する者等（以下「決裁者」という。）が、その権限に属する事務処理について最終的な意思決定を行うことをいう。
（２）　「専決」とは、会長の権限に属する事務について、第8条から第11条に規定する事項の範囲内において、その責任において決裁することをいう。
（３）　「代決」とは、決裁者が出張、病気又は休暇等により不在の場合に、決裁者に代わって決裁することをいう。
（４）　「合議」とは、決裁者以外の者に責任がある事項の同意を求めることをいう。
（決裁の手続）
第３条　決裁を受けようとするときは、順次上司を経由し、決裁を受けなければならない。
２　合議を必要とする事項については、関係する所属長の同意を得なければならない。
（専決）
第４条　会長は、会長の決裁事項を除き、事務局長等に専決させ、事務の効率化を図るものとする。
（専決の制限）
第５条　前条の規定にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、会長の決裁を受けなければならない。
（１）　重要事項と認められるとき。
（２）　異例に属し、又は将来先例になると認められるとき。
（３）　疑義若しくは重大な紛議のあるもの又は将来その原因となるおそれのあるとき。
（４）　合議事項で協議の調わないとき。
（５）　その他会長において承知しておく必要があると認めたとき。
（代決）
第６条　会長の決裁を受けるべき事項において会長が不在のときは、事務局長がその事項を代決する。
２　専決者が不在で急施を要する事項のときは、当該専決者等の上司が決裁を行うものとする。
（代決の保留と代決後の措置）
第７条　この規程に定める代決者は、事項の重要性を考慮し、緊急に実施する必要がないと認められるものは、これを保留し、上司の決裁又は指示を受けなければならない。
２　代決者は、代決した事務の関係書類を、後日決裁者の閲覧に供しなければならない。ただし、軽易なものについては、この限りでない。
（会長の決裁事項）
第８条　会長の決裁事項は、法令、定款または本会規程に定めのあるもののほか、次のとおりとする。
（１）　事業運営に関する基本方針の作成に関すること。
（２）　予算の編成及び決算の作成に関すること。
（３）　理事会又は評議員会の招集及び議案の提出に関すること。
（４）　理事会の議決を経た重要な事業計画及び予算の執行に関すること。
（５）　評議員の選考に関すること。
（６）　各部会及び委員会に関すること。

（７）　職員の任免、分限、懲戒、服務、その他人事に関すること。
（８）　職員の労務災害補償に関すること。
（９）　職員の県外出張及び県内出張で宿泊を要するものに関すること。

（10）　表彰に関すること。
（11）　重要な公告、通達、申請、照会、回答、諮問、報告及び通知に関すること。
（12）　役員等の出張に関すること。

（13）　事務局長の出張命令に関すること。

（14）　事務局長の休暇及び欠勤等に関すること。

（15）　事務局長の休日勤務及び時間外勤務に関すること。

（16）　事務局長の事務引継ぎに関すること。

（17）　軽微な契約及びその変更に関すること。

（18）　委託事業の管理運営に関すること。

（19）　在宅福祉事業の管理運営に関すること。

（20）　補助金、委託料及び介護報酬等の交付申請、請求に関すること。

（21）　1件50万円以上の支出命令に関すること。

（22）　1件50万円以上の収入に関すること。
（23）　1件30万円以上の物品の売却又は廃棄に関すること。

（24）　1件30万円以上の契約に関すること。

（25）　予算の流用及び予備費の充用に関すること。

（26）　一時借入金の借入れに関すること。

（27）　損害賠償の決定及び和解等に関すること。

（28）　前各号のほか、特に重要又は異例に属する事項に関すること。
２　会長は、決裁した事項について必要と認めるものは、理事会に報告しなければならない。
（事務局長の専決事項）
第９条　事務局長が専決できる事項は、次のとおりとする。
（１）　予算調整等に関すること。
（２）　方針の確定している事業の運営に関すること。
（３）　定例的許可、照会、回答、報告及び通知に関すること。
（４）　課長及び所長の出張命令に関すること。
（５）　課長及び所長の休暇、欠勤その他服務に関すること。

（６）　課長及び所長の休日勤務及び時間外勤務に関すること。
（７）　事務分担に関すること。

（８）　課長及び所長の事務引継ぎに関すること。

（９）　諸証明に関すること。
（10）　給与その他これに類するもので経常的なものの支出に関すること。

（11）　1件50万円未満の支出命令に関すること。

（12）　1件50万円未満の収入に関すること。

（13）　1件30万円未満の物品の売却又は廃棄に関すること。

（14）　1件30万円未満の契約に関すること。

（15）　保存文書の保管、廃棄及び閲覧の許可等に関すること。

（16）　職員の福利厚生及び健康管理に関すること。
（17）　前各号のほか、会長の専決事項にあてはまらない事項に関すること。
（課長の専決事項）
第10条　課長が専決できる事項は、次のとおりとする。
（１）　軽易な許可、照会、回答、報告及び通知に関すること。
（２）　所属職員の出張命令に関すること。
（３）　所属職員の休暇、欠勤その他服務に関すること。
（４）　所属職員の休日勤務及び時間外勤務に関すること。
（５）　什器備品の管理に関すること。
（６）　所属職員の事務引継ぎに関すること。
（７）　文書の収受、配布及び発送に関すること。
（８）　1件3万円未満の契約に関すること。
（９）　会印の保管及び使用に関すること。

（所長の専決事項）

第11条　所長が専決できる事項は、次のとおりとする。
（１）　軽易な許可、照会、回答、報告及び通知に関すること。
（２）　所属職員の出張命令に関すること。
（３）　所属職員の休暇、欠勤その他服務に関すること。
（４）　所属職員の休日勤務及び時間外勤務に関すること。
（５）　什器備品の管理に関すること。
（６）　所属職員の事務及び業務引継ぎに関すること。

（７）　1件3万円未満の契約に関すること。
（８）　小口現金の管理に関すること。
（９）　パート職員の日常管理指導に関すること。
（施設長の専決事項）

第12条　施設長が専決できる事項は、次のとおりとする。
（１）　軽易な許可、照会、回答、報告及び通知に関すること。

（２）　所属職員の出張命令に関すること。

（３）　所属職員の休暇、欠勤その他服務に関すること。

（４）　所属職員の休日勤務及び時間外勤務に関すること。
（５）　什器備品の管理に関すること。
（６）　所属職員の事務及び業務引継ぎに関すること。

（７）　1件3万円未満の契約に関すること。

（８）　小口現金の管理に関すること。

（９）　パート職員の日常管理指導に関すること。
（その他）
第13条　この規程に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。
附　則
この規程は、平成16年11月1日から施行する。
附　則
この規程は、平成17年 9月26日から施行する。(一部改正)
附　則
この規程は、平成31年 4月1日から施行する。(一部改正)
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